
議案第１６８号

　　　令和６年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　令和 ７ 年 ９ 月 １ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

令和６年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営

企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和６年度川崎

市下水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査

委員の意見を付して認定を求める。

         



   令 和 ６ 年 度 川 崎 市   　下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１）収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税　　2,198,958,657円  

　※２　うち仮受消費税及び地方消費税　 　　 8,184,135円

　※３　うち仮受消費税及び地方消費税   　       5,702円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円 円 円

第１款 43,852,696,000 0 0 43,852,696,000 43,852,696,000 3,280,253,574

第１項 営 業 費 用 41,700,037,000 0 0 41,700,037,000 41,700,037,000 3,073,199,885 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 2,122,649,000 0 0 2,122,649,000 2,122,649,000 225,971,582 ※２

第３項 特 別 損 失 10,010,000 0 0 10,010,000 10,010,000 △ 38,917,893 ※３、５

第４項 予 備 費 20,000,000 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税    1,040,122,206円        

  ※２　うち仮払消費税及び地方消費税　 　   4,662,625円

  ※３　うち仮払消費税及び地方消費税　 　      14,128円

  ※４　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　16,110,180円

　※５　地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書の規定による超過支出　38,927,893円

0

0

0

569,361,000

8,447,821,000

36,218,752,000

45,235,934,000

地方公営企業法第24条

0

0

0

0

円 円

決  算  額

円

44,555,417,1380

円

                             予                   算                   額

円

45,235,934,000

補正予算額

35,847,129,596

680,516,862

371,622,404

合     計

8,447,821,000

569,361,000

8,131,877,184

576,410,358

予算額に比べ

決算額の増減
当初予算額

円

出額に係る財源充当額

第3項の規定による支

0

円

0

0

補正予算額当初予算額

地方公営

企業法第

26条第2
流用増減額

項の規定

に よ る

36,218,752,000

0

0

企業法第

26条第2

315,943,816

7,049,358

決  算  額 項の規定

繰 越 額

不  用  額

円

繰 越 額

48,927,893

40,572,442,426

                             予                   算                   額

予備費支出額 合     計小   計

0

備
 
 
考

地方公営

円

0

に よ る

0

00

0

0

0

0

円 円

38,626,837,115

1,896,677,418

下 水 道 事 業 費 用 0

0

0

0

0

0

0

円

区         分 

区         分 

※２

※３

備     考

※１

下 水 道 事 業 収 益



（２）資本的収入及び支出

  　収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

  第１項 29,156,000,000 0 29,156,000,000 37,670,000,000 30,053,000,000 △ 7,617,000,000

（1）翌年度へ繰下発

  第２項 2,875,000 0 2,875,000 2,875,000 2,874,946 △ 54

（2）不用額

  第３項 6,000,000,000 0 6,000,000,000 10,506,741,000 7,563,649,000 △ 2,943,092,000

  第４項 40,000,000 0 40,000,000 40,000,000 87,416,502 47,416,502

  第５項 30,000 0 30,000 30,000 0 △ 30,000

  第６項

  第７項 固 定 資 産 10,000 0 10,000 10,000 0 △ 10,000

  第８項 投 資 収 入

　※１　うち仮受消費税及び地方消費税  　      162,053円

基 金 繰 入 金

売 却 代 金

10,000

0

0

0

0

※１

599,400,000 599,400,000

△

0599,400,000

010,000

0

010,000

0

0

予算額に比べ

決算額の増減

10,512,725,552△

10,000

負 担 金 0

0水 洗 便 所 等

貸 付 事 業 収 入

599,400,000 0

下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

企 業 債

一般会計出資金

0

0

35,798,325,000第１款

国 庫 補 助 金

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

8,514,000,000

0

区       分

4,506,741,000

当初予算額

35,798,325,000

円

備    考

                                予                  算                  額

決  算  額

38,306,340,448

円

合    計

13,020,741,000

補正予算額 小      計

0

48,819,066,000

0

167,000,000円

0

0

7,450,000,000円

※企業債収入減額内訳

  行する額



  　支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 22,000,000,000 0 0 0 22,000,000,000 13,100,000,000 0 35,100,000,000 24,343,967,615 10,203,118,300 0 10,203,118,300 552,914,085 ※１

  第４項 3,307,121,000 0 0 0 3,307,121,000 0 0 3,307,121,000 3,234,150,000 0 0 0 72,971,000

  第５項 10,000,000 0 0 0 10,000,000 0 0 10,000,000 0 0 0 0 10,000,000

　※１　うち仮払消費税及び地方消費税 　　　2,101,624,957円

金 14,514,733,927円で補填した。 減債積立金 2,635,673,143円、過年度分損益勘定留保資金 2,642,513,563円及び当年度分損益勘定留保資

　資本的収入額（翌年度に繰越される支出の財源に充当する額4,000,000円は除く。）が資本的支出額に不 足する額 21,209,513,898円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,416,593,265円、

予 備 費

投 資

水洗便所等

貸付事業費
30,0000 0 0 30,000

635,915,35410,203,118,3000

0

0 0 269

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

0

小   計

00 0 30,000 0

31,933,736,731 0
企 業 債

建設改良費

資 本 的 支 出
第１款

下 水 道 事 業
0

  第２項
償 還 金

31,933,737,000 0

支出額

継続費

逓  次

繰越額

備考

  第３項

57,250,888,000

30,000

0

0

当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

決  算  額
合     計

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額

予備費
区       分

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

59,511,854,346 10,203,118,30057,250,888,000 13,100,000,000 0 70,350,888,000

補正予算額

0 0 31,933,737,000 0 0 31,933,737,000



（単位  円）

１

（１） 21,908,928,656

（２） 11,625,009,210

（３） 22,108,804

（４） 35,580,462

（５） 56,543,807 33,648,170,939

２

（１） 1,657,046,663

（２） 1,570,327,407

（３） 6,011,794,130

（４） 144,603,498

（５） 19,744,367

（６） 122,464,718

（７） 16,416,297

（８） 1,905,541,942

（９） 1,341,227,539

（10） 23,942,670,091

（11） 746,342,778

（12） 108,535,479 37,586,714,909

3,938,543,970

３

（１） 62,426,961

（２） 393,412,859

（３） 7,471,019,195

（４） 152,297,426 8,079,156,441

営 業 外 収 益

プ ー ル 事 業 収 益

令和６年度川崎市下水道事業損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料

業 務 費

一 般 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

受 託 事 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

総 係 費

減 価 償 却 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

営 業 損 失

受 託 事 業 費

雑 収 益

処 理 場 費

水 質 指 導 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

貸 付 助 成 事 業 費

プ ー ル 事 業 費



４

（２） 220,869,827 2,104,072,269 5,975,084,172

2,036,540,202

５

（１） 57,078

（２） 576,347,578 576,404,656

６

（１） 48,913,765 48,913,765 527,490,891

2,564,031,093

2,635,673,143

5,199,704,236

1,883,202,442

支 払 利 息 及 び

経 常 利 益

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

（１）
企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 外 費 用



令和６年度川崎市下 水道事業剰余金計算書

（令和６年４月１日から 令和７年３月３１日まで）

（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0

0

00

00

0

0

0

168,283,874,411

33,030,221

33,030,221

2,874,946 0

194,418,572,595

927 0

2,635,673,143

2,564,031,093

△ 2,635,673,143

資本合計

0

0

前年度処分額

前年度末残高 5,107,039,093

減債積立金
未処分利益
剰余金

23,499,025,041

議会の議決による処分額

当年度変動額

0

当年度末残高

一般会計出資金の受入れ

当年度純利益

処分後残高

168,286,749,357

2,874,946

資本剰余金

0

2,068,000,879

166,215,873,532 18,358,955,727

18,358,955,727

国庫補助金

0

5,107,039,093

2,068,000,879

0

0

5,107,040,020 18,358,955,727

4,703,674,022 4,703,674,022

資本金

資本剰余金
合計

その他
資本剰余金

受贈財産
評価額

33,030,221

剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計

2,635,673,143

2,566,906,966

2,874,946

194,418,572,595

0 2,635,673,143 △ 4,703,674,022 △ 2,068,000,879 0

0

0△ 2,068,000,8790 △ 4,703,674,022

23,499,025,041 2,635,673,143 0

0 △ 2,068,000,879 △ 2,068,000,879

△ 2,635,673,143 5,199,704,2360 927

0

2,564,031,093

23,499,025,968 0 5,199,704,236 5,199,704,236 196,985,479,561

0 2,564,031,0932,564,031,093

0資本金への組入れ 2,068,000,879 0 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 2,635,673,143 0 0

2,635,673,143 △ 2,635,673,143 0 0

0

0 0 927受贈財産の受入れ 0 927 0 0 927

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

処分後残高

資本金への組入れ 2,635,673,143 0 △ 2,635,673,143

令和６年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

△ 2,564,031,093

23,499,025,968168,286,749,357

減債積立金の積立て

5,199,704,236当年度末残高

170,922,422,500 0

議会の議決による処分額 2,635,673,143 0

23,499,025,968

0

△ 5,199,704,236

0

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,491,871,514

イ 52,264,219,317

△34,218,482,506 18,045,736,811

ウ 935,711,395,916

△489,421,296,591 446,290,099,325

エ 188,998,431,562

△126,168,871,532 62,829,560,030

オ 232,433,982

△167,782,143 64,651,839

908,361,370

△692,221,112 216,140,258

キ 512,507,159

△240,382,866 272,124,293

ク 47,335,642,281

619,545,826,351

（２）無形固定資産

ア 274,407

イ 1,331,716

ウ 5,681,100

エ 354,366,081

オ 16,035,661

377,688,965

（３）投資その他の資産

ア 825,741

△825,741 0

工具器具及び備品

有形固定資産合計

ソ フ ト ウ ェ ア

破 産 更 生 債 権 等

地 上 権

施 設 利 用 権

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

令和６年度川崎市下水道事業貸借対照表
（令和７年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無形固定資産合計

カ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金



イ 13,858,689,000

633,782,204,316

２

（１） 19,909,328,983

（２） 5,354,385,406

△79,173,993 5,275,211,413

（３） 2,580,000

（４） 1,148,585,000

（５） 2,486,996

（６） 805,414

26,338,997,806

660,121,202,122

         負  債  の  部

３

（１）

ア

イ 36,601,000,000

238,481,446,447

（２） 224,697,197

（３）

ア 2,012,588,932

2,012,588,932

240,718,732,576

４

（１）

ア

イ 8,401,000,000

32,244,245,140

資 産 合 計
投 資 そ の 他 の

13,858,689,000

た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

建 設 改 良 費 等 の

財 源 に 充 て る

現 金 預 金

公 債 償 還 準 備 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

201,880,446,447

企 業 債 合 計

23,843,245,140

そ の 他 の 企 業 債

貸 倒 引 当 金

前 払 金

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債 合 計

その他流動資産

資 産 合 計

固 定 負 債

貯 蔵 品

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

未 収 収 益



（２） 129,114,434

（３） 18,854,160,533

（４） 58,687,369

（５） 129,132,836

（６） 609,600

（７）

ア 322,157,982

322,157,982

51,738,107,894

５

（１）

ア 91,611,041,513

△53,132,648,426 38,478,393,087

イ 1,258,047,360

△850,813,677 407,233,683

ウ 280,291,960,808

△149,885,746,494 130,406,214,314

エ 464,182,879

△400,000,011 64,182,868

オ 3,209,630,228

△1,919,709,599 1,289,920,629

カ 95,738,972

△62,801,462 32,937,510

170,678,882,091

170,678,882,091

463,135,722,561

         資  本  の  部

６ 168,286,749,357

７

（１）

ア 5,107,040,020

イ 18,358,955,727

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 担 金

その他長期前受金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

資 本 金

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

預 り 金

引 当 金

未 払 費 用



ウ 33,030,221

23,499,025,968

（２）

5,199,704,236

28,698,730,204

196,985,479,561

660,121,202,122

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 5,199,704,236

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

ア

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

その他資本剰余金



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

ア 貯蔵品 

 先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基 

づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

      建物        ８～５０年 

      構築物      １０～５０年 

      機械及び装置    ６～５０年 

      車両及び運搬具   ２～ ５年 

      工具器具及び備品  ２～２０年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

      定額法による。 

ウ リース資産 

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

（３）引当金の計上方法 

ア 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に 

 より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

不能見込額を計上している。 

イ 退職給付引当金 

 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相 



 当する金額のうち、汚水処理費相当額を計上している。 

なお、一般会計が負担すると見込まれる雨水処理費相当額は 

４８４，４１９，６６８円である。 

ウ 賞与引当金 

 職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支 

 払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負 

担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用として処理し、特定収入仮払消 

費税額については長期前受金と相殺している。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

（１）重要な非資金取引 

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 

は、それぞれ次のとおりである。 

建物          ２４，９９３，６８８円 

工具器具及び備品     ８，９２０，３２１円 

  リース資産       ９３，２１２，３１３円 

リース債務      １３９，９９６，３９２円 

イ 受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおり 

である。 

  土地                 ９２７円 

構築物        ２６２，０５７，５２２円 

  工具器具及び備品       ２１０，３３０円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 



 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 

 １年以内に償還予定のものも含む。 ）のうち、一般会計が負担すると見込まれる 

額は１２２，７５３，５５３，０００円である。 

（２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

 川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営しており、事業全体をもっ 

て単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

５ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

 通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務 

 のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとお 

りである。 

短期リース債務   １２９，１１４，４３４円 

長期リース債務   ２２４，６９７，１９７円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、債権の貸倒れによる損失として２５，６８５，５３３円を処 

理するため、貸倒引当金２５，６８４，２８１円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

 当年度において、職員の退職手当として１９５，８７０，６５０円を支給する 

ため、退職給付引当金１５７，８７１，７４４円を取り崩し、一般会計から雨水 

処理負担金として３７，９９８，９０６円を繰り入れている。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定 

福利費として９５２，２９１，９７５円を支給（支払）するため、賞与引当金 

３０９，９１６，８７７円を取り崩している。 


